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企業における知的障害者への配慮及び支援機関との連携の実態に関する調査研究 

 

宍戸 みなみ

I 問題と目的 

近年，障害者の就労支援に関する制度が大きく

変わりつつある．2002 年に障害者雇用促進法が改

正され，障害者の就労支援機関等の充実が図られ

た．更に，2009 年の改正障害者雇用促進法の施行

により，障害者の雇用機会の拡大が期待されよう． 

知的障害者においては，就労意欲の高まりや第

二次産業から第三次産業への職域の拡大，企業へ

の就職者数の増加が報告されている（厚生労働省，

2009）．しかし，青木（2008）は，障害者のさら

なる雇用促進に向けた課題として，職場定着や能

力開発など雇用管理の長期的・質的側面の充実を

挙げている．知的障害者の雇用では，3 年以内の

早期離職が報告されており（真謝・平田，2000），

就業の定着に必要な支援の内容を明らかにするこ

との重要性が指摘されている（東京都社会福祉協

議会，2008）．そこで，今後の知的障害者への就

労支援では，青木（2008）が述べるように，雇用

促進という量的な側面だけではなく，雇用の継

続・安定を図るという質的な側面を強化する必要

がある．知的障害者の就労の継続の課題では，企

業内の支援体制を整えることが重要であることが

示唆されている（陳，2005；稲垣，2005）が，事

例的な研究が多く，知的障害者を雇用する企業を

対象として支援機関の利用状況や支援内容を明ら

かにした調査研究が不足していると考える． 

以上を踏まえ，本研究では，企業が行っている

知的障害者への配慮と支援機関との連携および支

援内容の実態，支援機関に対する企業の要望を明

らかにし，知的障害者の就労後に必要とされる支

援内容を検討することを目的とした． 

Ⅱ 方法 

 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構障害者

職業総合センター（2008）などの先行研究を参考

に調査用紙を作成し，知的障害者を雇用する企業

の障害者雇用担当者に 2 度の予備調査を行った． 

予備調査を基に決定した調査用紙を東北（6 県），

新潟，栃木，茨城，群馬，山梨，長野，埼玉，千

葉，神奈川において障害者を雇用している企業

303 社を対象に郵送で依頼した．調査期間は 2010

年 8 月下旬～9 月下旬であった． 

Ⅲ 結果及び考察 

1 回収率及び有効回答数 

130 社から回答が得られ（回収率 42.9%），知的

障害者を雇用していない企業および回答不備を除

いた 108 社（第二次産業 64 社，第三次産業 44 社）

を分析の対象とした． 

2 知的障害者への仕事上の配慮 

仕事上の配慮について複数回答で尋ねた結果，

「作業や職務内容の簡易化，複雑ではない職務内

容を割り当てる」が最も多く（第二次産業 73.4%，

第三次産業 75.0%），産業に関係なく，知的障害

者の障害特性に合わせた仕事の割り当てが行われ

ていることが分かった．次いで，第二次産業では

「安全面の配慮」（60.2%），第三次産業は「能力

を活かせるように職務内容を組み立てる」

（68.2%）であった．この違いには，第二次産業

は機械を使用した流れ作業が多いこと，第三次産

業は仕事内容が変化することが要因として考えら

れ，障害特性に加え，企業の仕事内容に応じた配

慮をしていることが明らかとなった．  

知的障害者の上司以外で仕事を教える人を指

名・配置している企業は，第二次産業で 82.8%，

第三次産業では 88.6%であり，その内訳（表 1）

は「健常者の同僚・先輩」（第二次産業 8 割，第

三次産業 6 割）が最も多く，次に「社内の専任指

導員」（5 割）であった．また，「同僚や上司によ

る作業補助」を行っている企業は，第二次産業で

48.4%，第三次産業で 59.1%であった．これらの

ことから，知的障害者が仕事を行うにあたり，職
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場の人からのサポートが必要とされ，第三次産業

でよりその傾向があるといえよう． 

ジョブコーチ制度の利用では，43 社（39.8%）

の企業が利用していた．更に，全体で約半数の企

業がジョブコーチによる支援を望むと回答し，先

行研究（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

障害者職業総合センター，2008）と同様に知的障

害者の雇用にあたり，ジョブコーチのニーズが高

いことが示唆された．  

3 知的障害者への仕事以外の配慮 

仕事以外の配慮を複数回答で尋ねた（表 2）．両

産業とも「日常的に対話や声かけを行う」が最も

多く（9 割），次いで「家族と連絡を取り合う」（4

割）となり，知的障害者とのコミュニケーション

が重要視されていること，企業の配慮が生活面に

及んでいることが明らかとなった． 

また，知的障害者に相談者を指名・配置してい

るか尋ねた結果，ほぼ全ての企業で指名・配置さ

れており，知的障害者への相談支援に取り組んで

いることが分かった．表 3 より，相談者は「上司」

が多く（7 割），次に「先輩・同僚」や「社内の専

任指導員」であった．就労している知的障害者に

とって，悩み等を相談できる特定の人が職場にい

ることは重要であると考えられる．  

従業員に対する障害理解を行っている企業は，

第二次産業は 43.8%，第三次産業は 52.3%であり，

「配置先の従業員等に障害の説明を行う」「従業員

同士で情報交換する」等の方法が取られていた．

また，行ってない企業の理由は，「特に行わなくと

も障害理解が図られている」が多かった（92.9%）

が，中には他の従業員の理解を得ることが難しい

等の課題を抱える企業もみられた．知的障害者の

場合は対人関係などのソフト面への対応が必要と

指摘されており（藤本，2005），従業員同士の理

解を図りつつ職場環境を整えていくことが知的障

害者の就労継続において重要となるだろう． 

4 支援機関との連携の実態と支援内容 

知的障害者を雇用後に支援機関と連携している

か否かを尋ねた結果，第二次産業は 41 社（64.1%），

第三次産業 34 社（77.3%）で連携している機関が 

表 1 仕事を教えるために指名・配置している人（複数回答） 

 

第二次産業

（n=53） 

第三次産業

（n=39） 

全体 

（n=92） 

健常者の先輩・同僚 42（79.2%） 25（64.1%) 67（72.8%） 

障害者の先輩・同僚 7（13.2%） 8（20.5%) 15（16.3%） 

社内の専任指導員 27（50.9%） 21（53.8%) 48（52.2%） 

社外の専任指導員 10（18.9%） 11（28.2%) 2（22.8%） 

 

表 2 知的障害者への仕事以外の配慮事項 （複数回答） 

 

第二次産業

（n=64） 

第三次産業

（n=44） 

全体

（n=108） 

日常的に対話や声か

けを行う 
55（85.9%） 40（90.9%） 95（88.0%） 

家族と連絡を取り合う 24（37.5%） 20（45.5%） 44（40.7%） 
施設職員担当者等と

連絡を取り合う 
15（23.4%） 19（43.2%） 34（31.5%） 

社会的ルールの指導

を行う 
13（20.3%） 16（36.4%） 29（26.9%） 

通院・治療・服薬等の

便宜を行う 
11（17.2%） 16（36.4%） 27（25.0%） 

毎日の健康状態のチ

ェックを行う 
13（20.3%） 13（29.5%） 26（24.1%） 

社内のサークル等に

参加できるようにする 
18（28.1%） 7（15.9%） 25（23.1%） 

時間をかけたコミュニ

ケーションを行う 
10（15.6%） 9（20.5%） 19（17.6%） 

保護者会を設ける 8（12.5%） 10（22.7%） 18（16.7%） 
医療機関と連絡をと

る 
2（3.1%） 7（15.9%） 9（8.3%） 

その他 7（10.9%） 4（9.1%） 11（10.2%） 

 

表 3 知的障害者の相談者 （複数回答） 

 

第二次産業

（n=63） 

第三次産業

（n=43） 

全体 

（n=106） 

上司 44（69.8%） 31（72.1%) 75（70.8%） 

先輩・同僚 28（44.4%） 23（53.5%) 51（48.1%） 

職場の全員 4（6.3%） 4（9.3%) 8（7.5%） 

社内の専任相談者 31（49.2%） 20（46.5%） 51（48.1%） 

社外の専任相談者 15（23.8%） 12（27.9%) 27（25.5%） 

その他 3（4.8%） 1（2.3%) 4（3.8%） 

あると回答し，全体で約 7 割の企業が，支援機関

と連携を図りながら障害者雇用に取り組んでいる 

ことが明らかとなった．連携している機関がない

企業の理由では，「自社内で対応できる」が多かっ

たが，「どの機関からどのような支援を受けられる

か分からない」との意見もあった．障害者や企業

が必要とする支援を受けるために，就労支援機関

等に関する分かりやすい情報の周知が必要である． 

連携している支援機関の内訳（表 4）では，企

業全体でみると，特別支援学校が最も多く（6 割），

次いで障害者就業・生活支援センター（5 割）で

あり，知的障害者の仕事面，生活面を支援できる

機関との連携が多い傾向にあることが明らかとな

った．また，連携の頻度に関しては，どの機関と

も「必要に応じて」が最も多かったが，生活面も

支援している機関では「定期的」あるいは「毎日」 
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表 4 企業が連携している支援機関の内訳 （複数回答） 

 

第二次産業

（n=41） 

第三次産業

（n=34） 

全体 

（n=75） 

特別支援学校 25（61.0%） 22（64.7%） 47（62.7%） 

障害者就業・生活支

援センター 

18（43.9%） 18（52.9%） 36（48.0%） 

地域障害者職業セ

ンター 

9（22.0%） 10（29.4%） 19（25.3%） 

福祉施設 7（17.1%） 10（29.4%） 17（22.7%） 

ハローワーク 9（22.0%） 4（11.8%） 13（17.3%） 

その他 2 （4.9%） 1 （2.9%） 3 （4.0%） 

連携しているとの回答が多くなる傾向が見られた． 

どのようなことで支援機関と連携しているのか

を記述回答で尋ねた結果，知的障害者へは，「仕事

の指導・アドバイス」「生活面・家庭面の対応・支

援」「心理面のサポート」等の支援が行われており，

他の従業員に対しては，「職場への指導の仕方のア

ドバイス」「生活面に関するアドバイス，相談」等

が行われていた．中でも，どの機関にも共通して

多く挙げられていた「職場訪問」「問題発生時の相

談・対応」は，知的障害者就労後の支援機関にお

ける支援として重要であると考えられる．  

5 支援機関に対する要望 

知的障害者の新規採用時及び職場定着に向けた

支援の必要性を 4 件法で尋ねた結果，「必要」「ど

ちらかといえば必要」と回答した企業は，それぞ

れ全体の約 7 割となり，企業は支援機関からの支

援が必要であると考えていることが伺えた． 

支援機関から具体的にどのような支援を望んで

いるかについて「仕事上に関すること」では 13

項目，「仕事以外に関すること」では 9 項目の中

からそれぞれ 3 つ選択した上で，1 位から 3 位ま

での順位を付けてもらった．1 位 3 点，2 位 2 点，

3 位 1 点と得点化し，各項目の合計を回答企業数

で割り，平均得点をだした． 

仕事上に関することについては 99 社（第二次

産業 57 社，第三次産業 42 社）から回答が得られ，

「障害の特性に合わせた仕事の指示の仕方，指導

方法についての助言・援助」（0.86 点），「障害者

とのコミュニケーションのとり方に関する助言」

（0.78 点），「定期的な職場訪問で障害者への励ま

しを行う」（0.75 点）の順で高かった．知的障害

者及び他の従業員にとって働きやすい職場環境と

なるよう，個々の障害者の特性に応じた仕事の指

導やコミュニケーションが図れるための助言等を

行うことが求められているといえよう．また，知

的障害者の中には，次第に仕事に対する動機づけ

が低下してくる者が散見されることから，（支援機

関からの）状況確認や励ましのための定期的な職

場訪問が必要（藤本，2005）となるだろう． 

仕事以外に関することについては，100 社（第

二次産業 57 社，第三次産業 43 社）から回答が得

られ，「障害者の健康，医療的ケアへの配慮の仕方

に関する助言」（1.26 点），「障害者の心理面に関

するサポート」（1.12 点），「障害者の家族との連

絡調整，関係作り」（1.01 点）の順で高かった．

知的障害者の高齢化や障害の重度・重複化を踏ま

えると，医療的ケアを要する知的障害者や彼らを

雇用する企業が増えることが予想され，福祉，医

療等の関係機関は連携し，心身のサポートやアド

バイス等の支援を行っていくことが求められよう．

また東馬場（2006）は，就労継続に重要な支えは

「暮らし」の支援で，多くは家族の支えであると

指摘している．企業と暮らしを支える家族が連絡

を取り合えるよう調整し，家族からの支えが困難

な場合は，生活面の安定を図る支援が望まれる． 

企業が支援機関に感じていることの記述では，

支援機関の機関格差や支援者の専門性を指摘する

意見が挙げられた．支援機関等の拡充に加え，個々

の知的障害者や企業の要望に応えられるように支

援者の質の向上を図ることが，今後の障害者の就

労支援を充実させる上で重要であろう． 
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